




































































































　社 会党は、結 党か ら社会民主党(社 民党)へ の











28日)。そして 、四度 目の政権参加 は、1994年6
　 1日、村 山富市社会党委員長が 自民党 ・さきが
けと組 んで発 足させた村 山内閣である(～1996年
1All日)。いずれ の内 閣も連 立政権であ り、ま
た短命 であっ た。
　 二度 目と三度 目の間には約45年間の空 白、すな
わち社 会党が野党の立場を続 けた期 間がある。社
会党が政権 に参画 した 時期 は、どの場合 にも政党
の離 合集 散が活発な政治 的不安定期である。この
空 白期間の多くで政権を担ったの は、保守系の政
党 、及 び 自由民主 党(以 下 、 自民 党)で ある 。
1955年11A　5日に発足した 自民党 は、それまで激
しい離合集散 を繰 り返してきた 自由党(現 在の 自
由党と全 く無関係である)と 民主党(同 左)が 合
同したも のである(保 守合 同)。1951年10月24日
に左右 に分裂 した社会党 は、保守合 同が成る一ヶ
月前の10A　13日に統一を果たしていた。これら二
つの政党が政 治過程 の主導権を握った体制を 「55
年体制」と呼ぶ。保守合 同は 日本 国憲法改正を、
左右社 会党の統一はその 阻止を 、それぞれの 目的
の一つとしていた のである。
　社 会党の場合 、憲法改正を 阻止するの に必要な
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三分の一以上の議席を 国会で確保することがさし
あた りの戦 略 目標 で あっ たの に対 して 、 自民党
は、憲法改正 に必要な三分の 二以上の議席を確保
しなけれ ばな らなかった。両党 には、その 出発時
において 目標値 に大きなひ らきがあり、そのこと
が結果 として 「55年体制」のもとでの政党制を、
二大政党制で はなく 、1と1/2政 党制(自 民党の
国会勢 力を1と する と、社会 党のそ れは1/2)、
あるいは 「55年体制」後 半期 には 自民党の一党優
位制 とした可能性 がある。
　 すなわち 、「55年体 制」のも とでは、 自民党の
単独政権 が政権 の基本 形式であ り1、社 会党 は、
野党第一党として 自民党政権 に対抗する役割を担
い続 けた。 著者 の問題 関心にそくして言え ば、何
故に 日本社会党 は 「55年体制」 において野党 に止
まり続 けるこ ととなった のだろうか。
　 同体制 の時代 に一度だ け社会党が政権 にっくと
思われる 決定的なチャンスがあった。1976年12月
5日 の総選挙 の事前予測で 、 自民党 は過半数を割
り、社会 党を中心とする非 自民政権が誕生する可
能性が指 摘された ときで ある2。1970年代 の 自民
党は、1973年7月7日に首相 となった 田中角栄が
立花 隆 「田中角栄研究一その金脈と人脈」(『文藝
春秋 』、1974年11号)で明らか にされたスキ ャン
ダル と、その後 のロッキード事件で表 向きの政治
生命 を絶 たれ 、 自民党 は、有権者の信頼を著しく
低下させ た。
　 そ れに先立っ10年前 、 自民党有力者の石 田博英
党基本 問題 小委員長 は、「保守政 治のビジョ ン」
(『中央公論 』1963年1月号)で 、 日本社会の構造
変化 は、 自民党の支持構造 に不利 に作用し、野党
とりわけ社会 党に有利 に働き 、このままでは、近
い将来、 自民党は政権を失い 、社会党政権が誕生
するであろう、と予測した。確か に、戦後の急速
な経 済復 興と、それ に続く1960年代の経済の高度
成長期 に、大 量の 労働 力 が農村 か ら都 市 に移 動
し、「労働者 の政党 」を標榜 していた社会 党にと
って、そ の現象 は、議席を増やす はずであった。
しか し、結 果 は違っ てい た。社 会 党の議 席 は、
「地方」都 市で確保 された に過ぎ ず、大都 市の議
席は、他 の野党、すなわ ち公 明党 、民社党、共産
党と言った都 市型政 党の勢力拡大 に寄与した。 自
民党ですら、東京や大 阪といった大都市部の議会
で過 半数 を維持できないあ りさまであった。それ
でも なお 自民党が国会で過 半数を 、社会党が野党
第一党の立場 をそれぞれ保つことができたのは、
いわゆる 「定数不均衡」 のおか げであった3。
　 以上の簡 単なスケッチか ら二っの疑 問が浮かび
上がってくる。社会 党は、① どうして大都市で支
持を伸ばすこ とに失敗したのであろうか、②どう
して非大都 市部で の 自民党支持を社会党への支持
に変換することができなかったのであろうか。














を重視 する 社会 民 主党系 の政 党が 政権 を担う な
ど、保 守主義政 党と社会 民主主義政党との問の政
権 交代が政党制 の一っの基本パターン になってい
た4。そ のよう な事態 がどう して 日本 では起こ ら




では社会 民主主義勢力 が政権を担う事態 にまで至
らなかっ たのであろうか。それも、1960年までの
国家再建 の方 向づけに関する不確実性の高い時代
とは異な って 、1970年代 の 日本 は、政策の不確実
性 は低 い時代あった。加 えて 、そして社会党は、
大都 市部 の地方政治で革新 自治体の核として福祉
と環境 で実績を積み重 ねていた にもかかわらず、
それらの条件を どう して 国政レベルでの政権の獲
得にまで結びつ けるこ とができなかったのであろ
うか。
　 また、1960年代以 降の 自民党政権 は、政治より
は経済に国民の関心を振 り向けること に最大の戦
略 目標を設 定し、「階級政党」 としての社会 党に
対抗 して 「国民政党」を標榜し 、その一つの帰結
が 「利益 政治」 の一般化であった。利益政治は、
後に多くの利益集 団が 自民党 に系列化してゆく要






会党が採 択した 「日本 にお ける社会主義への道」
4的場敏博 『戦後の政 党システム』有斐 閣、1990。
(以 下 、「道」)とい う綱領 的文 書にある 、と筆者





















　本 書の社会 党研 究 の意 義 は、「社 会主義理論 の
研 究ではなく、社会 主義理論 に行動を規定された
人々の研 究」(p.11)にある、と著者 は言 う。
　社 会党は、その結 党以来 、路線の設定 に党 内で
激しく議論 してきた政党である。1949年総選挙後
の 「階級 政党か 、国民政 党か」の論争、1951年の
講和条約 と 日米安保条約を めぐる左右の対立と分
裂、1960年代初頭 の構造 改革論争 、そしてそのリ
アクショ ンとして の 「道」の採択 、石橋政嗣委員
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長時代の 「非武装 中立」キャンペーン、1986年1
A22日の 「新 宣言」採択など 、本書で紹介される
ように、政党の性格付 けをめぐる論争 に明け暮れ
た。 つま り、著者 によれ ば、政党 内競争空間が政
党間競争 空間よ りも優位 にたっていたことが、社
会党の支持拡大 を阻害したこ とになる。
　 しかし、 自民党も政党 内競争空間での主導権争
い、すな わち派 閥対 立は激しいものがあった。だ
が、その対立は、 自民党 の場合 にはむしろ 中選挙
区制 の選 挙で 自民党系候補 同士の票の掘り起こし
競争 に結 びつき 、長期安 定政権の維持 に寄与した
5。 同じこと が、どう して社会 党 にはできなか っ
たのか。
　 第一に、同じ政党 内下位単位 間の対立といって
も 、 自民党と社会党 は性格を異 にしていた。 自民
党派閥は、それぞれ の政策スタンスを持っていな
かったわけで はない が、むしろ派閥そのも のは総
裁 選挙で勝利するた めの道 具(instrument)であ
り、政策スタンスを 明確 に持った 同志の集まりで
ある性格 を緩和 した。したがって、総裁選挙で負
けても 、次の選挙まで に力を蓄える 目的で、勝利
した総裁 派閥に協力すること が比較的 に容易 にで
きた。社 会党の派 閥は、正しく政策スタンスを 同
じくする 人々の集ま りであり 、下位単位 問の対立
は、「神々の闘争」であ り、委員長選挙の結果は、




である。 自民党 の集票組織 にとって最も重要なも
のは政治 家後援会であ り、社会党のそれは総評系
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